
1 

「新西部工場(仮称)整備事業」入札説明書等 修正箇所対照表 

令和８年７月 15日 

 

令和８年４月 23日付で公表した入札説明書等を以下のとおり修正しました。 

 

Ｎｏ 資料名 頁 項目名 修正前 修正後 

1 入札説明書  別紙 

閲覧等資料リ 

スト 

 

資料名 閲覧等場所 取扱 

＜途中、変更なし＞ 

東側道路土壌分析調

査結果（土地の形質

の変更届出書）（令和

7 年度） 

福岡市環境局施設部西部工場再整備課 

住所：〒810-8620 福岡市中央区天神一丁目

8 番 1 号 

配布 

(PDF) 

※配布(PDF)または配布(CAD)の資料を希望する場合は、ＣＤ又はＤＶＤを持参するこ

と。 

 

 

資料名 閲覧等場所 取扱 

＜途中、変更なし＞ 

東側道路土壌分析調

査結果（土地の形質

の変更届出書）（令和

7 年度） 

福岡市環境局施設部西部工場再整備課 

住所：〒810-8620 福岡市中央区天神一丁目

8 番 1 号 

配布 

(PDF) 

既設ケーブル配線経

路図補足資料（参考） 

福岡市環境局施設部西部工場再整備課 

住所：〒810-8620 福岡市中央区天神一丁目

8 番 1 号 

配布 

(PDF) 

※配布(PDF)または配布(CAD)の資料を希望する場合は、ＣＤ又はＤＶＤを持参するこ

と。 

 

2 要求水準書 49 第２章 第 10

節  ６工事条

件 

（２）建設発生土の処分 

本工事で発生した掘削土は、発生量の抑制、資源

の有効利用に努めること。やむを得ず処分する場

合は、市の承諾を得たうえで福岡市認定施設にて

適正に処分すること。この処分及び運搬に係る費

用については建設事業者が負担するものとする。 

（２）建設発生土の処分 

本工事で発生した掘削土は、発生量の抑制、資源

の有効利用に努めること。やむを得ず処分する場

合は、市の承諾を得たうえで原則福岡市認定施設

にて適正に処分すること。この処分及び運搬に係

る費用については建設事業者が負担するものとす

る。 

3 要求水準書 111 第 3章 第 8節 

11 灰積出ホ

ッパ 

11 灰積出ホッパ 

本設備は、灰クレーンより主灰及び飛灰処理物を

灰搬出車両に積み込むために設ける。 

（１）数量     〔１基以上〕 

11 灰積出ホッパ 

本設備は、灰クレーンより主灰及び飛灰処理物を

灰搬出車両に積み込むために設ける。 

（１）数量     〔１基以上〕 
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Ｎｏ 資料名 頁 項目名 修正前 修正後 

（２）材質     ステンレス鋼 

（３）付属品    その他必要なもの 

（４）特記事項 

１）ホッパは、灰等が滑りやすい構造とすること。 

２）投入時の飛散防止対策を講じること。 

３）灰運搬車両への円滑な積込み及び設備故障時

においても代替手段により搬出が可能となるよう

計画すること。 

 

（２）材質     ステンレス鋼 

（３）付属品    その他必要なもの 

（４）特記事項 

１）ホッパは、灰等が滑りやすい構造とすること。 

２）投入時の飛散防止対策を講じること。 

３）灰運搬車両への円滑な積込み及び設備故障時

においても代替手段により搬出が可能となるよう

計画すること。 

４）ホッパの一時貯留容量としては 10t トラック

１台分を見込むこと。 

4 要求水準書 171 第 5 章第 2 節

一般事項 

５ 市は、FL 上部解体完了後、資源化センターピ

ット周りに仮囲いを設置した状態で建設事業者に

引き渡す。仮囲いの処分は建設事業者にて行う。 

５ 市は、契約締結後速やかに、資源化センター

ピット周りに仮囲いを設置した状態で建設事業者

に引き渡す。仮囲いの処分は建設事業者にて行う。 

5 添付資料 No.

３ 建設用地

図 

  
 注記を追記 

6 様式集

(Excel編) 

 様式 4-1-2 

入札価格内訳

書 

 循環型社会形成推進交付金交付率(1/4)の追記 

7 様式集 

(Word編) 

6 第 4 2 提出方

法 

(２)事業提案書（様式５、様式６） 

「新西部工場（仮称）整備事業基礎審査に関する

事業提案書類」、「新西部工場（仮称）整備事業性

能審査に関する事業提案書類」をそれぞれ製本及

びＣＤ－Ｒ等にて 10 部ずつ提出することとし、そ

れぞれに通し番号（例：1/10）を記載すること。 

 

(２)事業提案書（様式５、様式６） 

「新西部工場（仮称）整備事業基礎審査に関する

事業提案書類」、「新西部工場（仮称）整備事業性

能審査に関する事業提案書類」をそれぞれ製本を

16 部、ＣＤ－Ｒ等を 10 部提出することとし、そ

れぞれに通し番号（例：No.〇〇）を記載すること。 
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Ｎｏ 資料名 頁 項目名 修正前 修正後 

8 設計・施工一

括契約書

(案） 

25 (工事監理費

の支払い) 

第 68条 

（工事監理費の支払い） 

第 68条 受注者は、前条第２項（同条第３項後段

の規定により適用される場合を含む。第４項に

おいて同じ。）の検査に合格したときは、工事監

理費（既払金がある場合は工事監理費の残額）

の支払いを請求することができる。 

２ 受注者は、工事費の支払い（第 111条に定め

る部分払及び第 112条に定める部分引渡しの場

合を含むが、前金払い及び中間前金払いは除

く。）の請求と同時に、当該請求に係る基準時ま

でに実施した業務（以下「精算対象業務」とい

う。）に係る工事監理費（既払金がある場合は工

事監理費の残額）の支払いを請求することがで

きる。この場合において、前条第１項中「業務

を完了したとき」とあるのは「精算対象業務を

完了したとき」と、同項中「業務を履行したこ

と」とあるのは「当該精算対象業務を履行した

こと」と、同条第２項及び第３項中「業務」と

あるのは「当該精算対象業務」と読みかえて、

これらの規定を準用する。 

３ 発注者は、第１項又は前項の規定による請求

があったときは、適法な支払請求を受けた日か

ら 30日以内に当該請求額を支払わなければな

らない。 

４ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条

第２項の期間内に検査をしないときは、その期

（工事監理費の支払い） 

第 68条 受注者は、前条第２項（同条第３項後段

の規定により適用される場合を含む。第４項に

おいて同じ。）の検査に合格したときは、工事監

理費（既払金がある場合は工事監理費の残額）

の支払いを請求することができる。 

２ 受注者は、工事費の支払い（第 111条に定め

る部分払及び第 112条に定める部分引渡しの場

合を含むが、前金払い及び中間前金払いは除

く。）の請求と同時に、当該請求に係る基準時ま

でに実施した業務（以下「精算対象業務」とい

う。）に係る工事監理費（既払金がある場合は工

事監理費の残額）の支払いを請求することがで

きる。この場合において、前条第１項中「業務

を完了したとき」とあるのは「精算対象業務を

完了したとき」と、同項中「業務を履行したこ

と」とあるのは「当該精算対象業務を履行した

こと」と、同条第２項及び第３項中「業務」と

あるのは「当該精算対象業務」と読みかえて、

これらの規定を準用する。 

３ 発注者は、第１項又は前項の規定による請求

があったときは、適法な支払請求を受けた日か

ら 30日以内に当該請求額を支払わなければな

らない。 

４ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条

第２項の期間内に検査をしないときは、その期
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Ｎｏ 資料名 頁 項目名 修正前 修正後 

限を経過した日から検査をした日までの期間の

日数は、前項の期間（以下この項において「約

定期間」という。）の日数から差し引くものとす

る。この場合において、その遅延日数が約定期

間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日

数が約定期間の日数を超えた日において満了し

たものとみなす。 

 

 

限を経過した日から検査をした日までの期間の

日数は、前項の期間（以下この項において「約

定期間」という。）の日数から差し引くものとす

る。この場合において、その遅延日数が約定期

間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日

数が約定期間の日数を超えた日において満了し

たものとみなす。 

５ 履行期間が２年度以上にわたる契約におい

て、各会計年度における工事監理費（支払いの

名目を問わない。）の支払いの限度額（以下「支

払限度額」という。）は、次のとおりとする。た

だし、当該会計年度の前年度における支払未済

額（前会計年度における支払限度額から前会計

年度における支払額を控除した額をいう。）は、

当該会計年度における支払限度額に加算するも

のとする。 

 

令和●年度（契約初年度）        ０円   

令和●年度                円   

令和●年度                円   

 

６ 発注者は、予算上の都合その他の必要がある

ときは、第５項の支払限度額を変更することが

できる。 

 

 


